




１ 国税の特例 

税制上の支援措置 

 復興産業集積区域内において、雇用に大きな被害が生じた地域の雇用創出に寄与する新規立地や増設、被災者を雇用する企業に
ついて、以下の税制上の特例措置が受けられます。 

特別償却／ 
税額控除 
（法３７条） 

 
 
 

 

 
 
 
 

（※）法人税額の２０％を限度。ただし、４年間の繰越し控除が可 

特別償却 
平成23年12月26日～ 
平成26年 3月31日 

平成26年 4月 1日～ 
平成28年 3月31日 

機 械 装 置 即時償却 ５０％ 

建物・建物付属
設備 ・構築物 

２５％ 

税額控除（※） 
平成23年12月26日～ 
平成28年 3月31日 

機 械 装 置 １５％ 

建物・建物付属
設備 ・構築物 

８％ 

法人税 
特別控除 
（法３８条） 

雇用している被災者に対する給与等支給額の１０％が税額控除（法人税額の２０％を限度） 

新規立地 
促進税制 
（法４０条） 

新規立地・新設企業に対する課税が、５年間無税 

                     ＋ 新設法人の再投資等準備金積立額の損金算入 
（指定後５年間、所得金額を限度） 

再投資した場合の即時償却 
（再投資等準備金残高を限度） 

選
択
適
用 

研究開発 
税制 

（法３９条） 
               ＋ 研究用資産について即時償却 

開発研究用資産の即時償却した減価償却費の１２％を
税額控除 （通常８～１０％）（法人税額の２０％を限度） 

２ 地方税の特例 

                                             これらの地方税が減免されます 法人事業税 不動産取得税 固定資産税 

選択 


